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　（地方債）

八幡浜市長　　大　城　一　郎

議案第３３号

平成２９年度八幡浜市公共下水道事業特別会計予算

　　　　平成２９年２月２７日提出

第２条　地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の

　方法は、「第２表地方債」による。

　による。

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１，５７５，９７６千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」による。

　平成２９年度八幡浜市の公共下水道事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算）

（公共下水道事業特別会計） -569(570)-



 







　第２表　地　方　債

起 債 の 目 的 限 度 額 利 率 償 還 の 方 法

千円

１ 　借入先 　年4.0％以内 　借入先の融通条件による。

　財務省、その他 （ただし、利率 　ただし、必要に応じ、繰上償還、

見直し方式で借 償還年限の短縮又は低利債に借換え

２ 　借入方法 り入れる政府資 をすることができる。

　普通貸借又は証券発行の方法による。 金及び地方公共

　事業又は財政の都合により、本議決の範 団体金融機構資

囲内において起債の前借をすることができ 金について、利

る。 率の見直しを

行った後におい

３ 　借入時期 ては、当該見直

　平成29年度。ただし、事業又は財政の都 し後の利率）

合により、起債額の全部若しくは一部を翌

年度に繰越借入することができる。

合 計 112,700

下水道事業（特別措置分） 47,000

24,400

20,600過 疎 対 策 事 業

地 方 公 営 企 業 法 適 用 事 業

2,800

処 理 場 建 設 事 業

公 共 下 水 道 単 独 事 業

起 債 の 方 法

13,400

4,500

未 普 及 解 消 下 水 道 事 業

（公共下水道事業特別会計） -573(574)-



 



１

(1) 総 括

(2) 歳 入

(3) 歳 出

２

３

４ 地方債に関する調書

債務負担行為に関する調書

八 幡 浜 市 公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計 予 算 に 関 す る 説 明 書

平　成　２　９　年　度

給与費明細書

歳入歳出予算事項別明細書

（公共下水道事業特別会計） -575(576)-



 



















































　１　　一　　般　　職

（1）　総　　括

（千円） （千円）

区 分
職員数

（人）

報 酬 給 料 職 員 手 当

本 年 度

前 年 度

比 較

9
(0)

10
(0)

比 較

区 分

前年度

(0)
△ 1

（千円）

2,400

計

本年度

（千円） （千円） （千円）

20,869 57,481

41,213

△ 4,601

〃

36,612 11,467 68,948

２　給　与　費　明　細　書

給 与 費
共 済 費 合 計

備 考

（　　）内は再任用短時間勤務
職員（外数）

△ 3,407 △ 8,008 △ 2,380

65,489 13,84724,276

職員
手当
の内訳

扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当
特 殊 勤 務
手 当

時 間 外
勤 務 手 当

宿 日 直
手 当

管 理 職
手 当

期 末 勤 勉
手 当

退 職 手 当
管 理 職 員
特 別 勤 務
手 当

休 日 勤 務
手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

1,830 600 439 2 1,587 1,116 14,225 260

600 461 2 1,513 1,549 16,524 247

△ 570 0 △ 22 0 74 △ 433 △ 2,299 13

区 分
児 童 手 当

単 身 赴 任
手 当

（千円） （千円）

本年度 810

前年度 980

比 較 △ 170

79,336

△ 10,388

（公共下水道事業特別会計） -601-



（公共下水道事業特別会計） -602-

　(2)　給料及び職員手当の増減額の明細

増 減 額

（千円）

給 料 △ 4,601 給与改定に伴う増減分 73 給与改定に伴うもの

昇給に伴う増減分 294 昇給率　0.81％

その他の増減分 △ 4,968 退職に伴うもの及び他会計配置転換等

振替分

職員 手当 △ 3,407 制度改正に伴う増減分 350 期末勤勉手当 348

扶養手当 2

その他の増減分 △ 3,757 扶養手当 △ 572

通勤手当 △ 22

時間外手当 74

管理職手当 △ 433

期末勤勉手当 △ 2,647

児童手当 △ 170

休日勤務手当 13

備 考

給料の改定率　０．２％

実施時期　平成２８年４月１日

区 分
増 減 事 由 別 内 訳

（千円）

説 明

（千円）

年間支給月数　４．２０月→４．３０月

配偶者13,000円→10,000円　子6,500円→8,000円
無配偶者（子）11,000円→10,000円
        （父母等）11,000円→9,000円



　(3)　給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

　　イ　初　任　給

高 校 卒

大 学 卒

（単位：円）

区 分 一 般 行 政 職

平成２９年１月１日現在

338,266

44.5

平均給料月額

平均給与月額

平 均 年 齢

374,989

平成２８年１月１日現在

平均給料月額 341,399

平均給与月額 389,823

平 均 年 齢 43.2

区 分 一 般 行 政 職
一 般 行 政 職

国 の 制 度

146,100

178,200 178,200

146,100

（公共下水道事業特別会計） -603-



（公共下水道事業特別会計） -604-

　　ウ　級　別　職　員　数

職員数（人） 構成比（％） 職員数（人） 構成比（％）

（　－　） （　－　） （　－　） （　－　）
－ － － －

（　－　） （　－　） （　－　） （　－　）
1 11.1 1 10.0

（　－　） （　－　） （　－　） （　－　）
2 22.2 2 20.0

（　－　） （　－　） （　－　） （　－　）
4 44.5 4 40.0

（　－　） （　－　） （　－　） （　－　）
1 11.1 2 20.0

（　－　） （　－　） （　－　） （　－　）
1 11.1 1 10.0

（　－　） （　－　） （　－　） （　－　）
－ － － －

（　－　） （　－　） （　－　） （　－　）
9 100.0 10 100.0

　（級別の標準的な職務内容）

区 分 ７ 級 ６ 級 ５ 級 ４ 級 ３ 級 ２ 級 １ 級

一 般 行 政 職 部 長 課 長 課 長 補 佐 係 長 係 長 主 査 主 事

７ 級

６ 級

５ 級 ５ 級

４ 級 ４ 級

一 般 行 政 職
区 分

一 般 行 政 職
区 分

３ 級 ３ 級

平成29年1月1日
現 在

平成28年1月1日
現 在

７ 級

６ 級

計 計

２ 級 ２ 級

１ 級 １ 級



　　エ　期末手当・勤勉手当

　　オ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

３５年勤続の者 最 高 限 度
（月　分） （月　分）

国 の 制 度
（支給率等）

　　カ　その他の手当

区 分

扶 養 手 当

住 居 手 当

同　じ

同　じ

差 異 の 内 容国の制度との異同

49.59
５０歳以上勧奨（勤続期間２５年以上の者）
給料月額×定年前年数×２／１００49.59

25.55625 34.5825 49.59

（月　分）

国 の 制 度

区 分
（月　分）

2.075 2.225

２０年勤続の者

(1.200)

区 分
１２月（月分）６月（月分）

支 給 期 別 支 給 率

本 年 度
(1.050)
2.075

4.30

(1.025)
前 年 度 2.025

2.225
(1.175)
2.175

(1.050) (1.200) (2.25)

退 職 時
特 別 昇 給

無し

4.20

有

(2.20)
有

備 考

無し

34.5825

５ｋｍ以上１０ｋｍ未満　国4,200　市4,900

支 給 率 等 25.55625

通 勤 手 当 一部異 （交通用具利用者）

支 給 率 計 職 制 上 の 段 階 、 職 務 の
等 級 に よ る 加 算 措 置

49.59
４５歳以上勧奨（勤続期間２０年以上の者）
俸給月額×定年前年数×３／１００

２５年勤続の者
その他の加算措置等

備 考

有

（月分）

4.30
(2.25)

（公共下水道事業特別会計） -605(606)-



 



３ 債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

金 額 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

19,305 － － 29～30 19,305 19,300 5

248,956 28 104,280 29 144,676 144,676

17,658 28 7,518 29 10,140 10,140

37,932 28 15,852 29 22,080 22,080

323,851 196,201 19,300 176,896 5

（単位：千円）

事 項
一 般 財 源

左 の 財 源 内 訳当 該 年 度 以 降 の

真穴浄化センター維持管理業
務委託料

期間（年度）

限 度 額 支 出 （ 見 込 ） 額

前 年 度 末 ま で の

合　　　　　　　　　　計

特 定 財 源

保内浄化センター維持管理業
務委託料

支 出 （ 見 込 ） 額

期間（年度）

公営企業会計移行支援業務委
託料

八幡浜浄化センター維持管理
業務委託料

（公共下水道事業特別会計） -607(608)-



 



（単位：千円）

当 該 年 度 中 当 該 年 度 中

起 債 見 込 額 元 金 償 還 見 込 額

１ 8,719,306 8,345,390 65,700 684,175 7,726,915

(1) 公 共 下 水 道 事 業 7,965,824 7,637,707 65,700 637,522 7,065,885

(2)
真穴特定環境保全
公 共 下 水 道 事 業

662,437 621,525 41,683 579,842

(3)
日土特定環境保全
公 共 下 水 道 事 業

91,045 86,158 4,970 81,188

２ 1,244,410 1,183,962 47,000 121,232 1,109,730

３ 1,544,400 1,408,020 136,380 1,271,640

11,508,116 10,937,372 112,700 941,787 10,108,285

４

11,508,116 10,937,372 112,700 941,787 10,108,285合 計

資 本 費 平 準 化 債

小 計

下 水 道 事 業 債

前 々 年 度 末

現 在 高

当 該 年 度 中 増 減 見 込

特定資金公共投資事業債

４　地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末
　　及び当該年度末における現在高の見込に関する調書

前 年 度 末

現 在 高 見 込

当 該 年 度 末

現 在 高 見 込 額
区 分

特 別 措 置 分

（公共下水道事業特別会計） -609(610)-



 


